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第８回 北広島市行財政構造改革委員会会議録 

と き  平成１６年６月７日（月）１５：００～ 

ところ  北広島市役所 本庁舎 ２階会議室 

 

 

出席者：横山委員長、小山委員、谷本委員、安田委員、佐藤委員 

説明者：市川企画財政部長、三上企画財政部理事、木下行革担当参事 

    ■市民参加・協働推進チーム：木村班長（まちづくり推進課長） 

                  桜井主査、折原主査 

    ■事務局：大石主査、徳村主査、中村主査、浜田主査、高橋主事 

傍聴者：１名 

《事務局からの説明省略》 

 
委員長 
どうもありがとうございました。報告ありましたように、市民参加に関する条例を作る

という方向がありまして、その具体的なプロセスや手法というところで今報告がありまし

た。計画ですと１年次２年次というような策定フローが示されています。それから、どう

いう形で作り上げていくか、市民参加で条例を作り上げたいというこういう事です。それ

から、一番近いというか参考にしたのは西東京市という最近合併したとこです。田無市と

保谷市が合併して西東京市。まあ一番参考になると同時に、石狩市や箕面市も参考にして

いるというお話がありました。 
どうぞどこからでもかまいませんのでご意見をいただきたいと思います。 

 
委員長 
私から先に、ちょっとご質問したいのですが、５ページに市民参加の条例のレベルとい

うところが書かれています。①～④の例示で、④でいう議会まで含めてというようなケー

スは今のところ無いわけですけれども、③のニセコ町の場合は総合計画までということで

すね。それでは②（市民自治条例）というところはあるんですか。 
①は箕面・石狩・旭川・西東京などが挙がってますけども。 
 
事務局 
条例としてはないですけども協働指針的なものを策定しているまちは道外にあります。 

 
委員長 
そうですか。道内ではないですね。道外ですね。条例ではない。なるほどね。 
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委員長 
豊中市は、「豊中市民会議」という公募の委員をいっぱい入れて、それで結構いろんな事

業の見直しをやっているんですね。今までだったら行政が、財政が悪くなると民間委託を

するだとか、ＮＰＯに委託するだとかするわけです。そのとき、市民会議で議論して、ど

ういう意味で委託が必要なのかと。ただ財政が悪いから委託じゃなくて、サービス向上に

それが繋がって行くようなものであれば委託の方がいいんではないかと議論していきます。

そんな結構いろんな議論をやっているんですね。だから単なるアウトソーシングというん

じゃなくて、そこで市民サービスとの関係をすごく重視して、それでまあ実際直営よりも

民間の方がいいというようなケースが結構あるというような、そういう議論のたてかたで

豊中市民会議をやっています。この間ちょっと豊中市の人とお話しする機会がありまして、

経常収支比率が１００越していて、給料も非常に高いんです。そういう市民会議で職員の

給与問題なんか議論しないのかと聞きましたら、これになると意見は確かに出てもですね、

最後は首長決断ですからなんていってましたけどもね。で、まあ５％カットとかいわれて

ました。 
どうぞご遠慮なくみなさん出してください。 
 
委 員 
質問というか確認なんですが、６ページで条例の全体のイメージとして４点が挙げられ

ていますね。この中の①は、特定の行政分野ではなく市政全体へ市民が参加できるという

ことですよね。それでちょっとわからなかったのが８ページで市民参加の方法のところで

は、市政全般っていうのを審議会とかそういうのも全部含めた市政全般という意味なのか

なと思ったんですけど、ここで対象になる市の事業の規定っていうので総合計画などと書

かれてるんですが、これは条例全体としては市政全般への市民参加という言葉を一応入れ

てくということですよね。でも具体的な話になるとここで事業をある程度規定していくっ

ていうことを考えてらっしゃるように思える。 
といいますのは、市側がこの事業とこの事業を対象としますよという言いかたで、対象

となる市の事業の規定というのは市側が提案する。市民側からたとえば、こういうことも

まな板に載せたいとかそういうことを言えるチャンスっていうのはどこかに明記されるの

かどうか。市政全般っていうのと８ページの９番のこの対象となる市の事業の規定ってい

うものの整合性をどういう風に考えていらっしゃるのかなと。 
 
事務局 
条例全体のイメージという意味では、はじめから特定の行政分野を市民参加の対象にし

て入り口としてとられえるという考え方ではなく、まず市政全体に市民が参加できる形で

基本的には議論をしていくべきではないのか、という捉え方で受け止めていただいきたい

と思っています。８ページに載せている点については、これは条例を作る際に、当然市民
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参加を前提に条例を作っていくわけですが、かといって先程申し上げました概念としては

全部対象なんですが、すべての意思決定過程に参加できるのかといえば、現実的には難し

い部分もあるだろうと。市民が参加する中で現実的にこの部分とこの部分は、市民参加と

いうことを前提にできるような、そういうようなものは担保しておこうというイメージで

抑えておいていただいた方がよろしいかと思います。どちらにしてもこれは市民が参加し

て条例化していくものですから、行政側が都合のいいとこだけ条例に盛り込むというよう

な考え方に基づいてこれを明記しているという捉え方ではないことだけはご理解いただき

たいと思っております。 
 
委 員 
この何年か市民参加のいろんな形で見てきていますが、条例化されてるところもありま

すし、そうじゃなくて実態で進んでくというところもあります。今いろんなところで結局

混乱があったり、試行錯誤しながらなんですけども、今、小さな問題がいっぱい積み重な

っております。こういうのを見ますと行政側が市民に参加してほしいってところだけ参加

してもらうのか、どんどんやってくうえで市民側から「いやこういうことも問題があるん

じゃないか、こういう事を見直さなきゃならないんじゃないか」っていうのが必ずでてく

るんですが、そこのところの受け皿を先にある程度作っておけるのかどうかっていうとこ

がポイントかな、と思います。 
と、言いますのは例えばごみを有料化した方がいいとかそういう問題がでてきます。そ

ういうのはあくまでも市民生活に重大な影響を及ぼします。また、それともうちょっと大

きく考えたら行政の組織の仕組み自体が問題なんじゃないですかと、もし市民の側から提

案を出すとなった場合、それは市民が入り込める分野じゃないですよっていうようになる

と本当の意味での全体の考えが効果的な行政とか、効率的な行政とかに歪みができるのか

なあと思って、一応市民が入った委員会をつくっていくときに、一番大事な前提条件って

いうのがちょっと定義される方がいいかなあと思います。たいてい混乱しているんですよ

ね、今いろいろなところでは。それからもう一つ効果のところでちょっと気になったのが、

市民参加の意義と効果っていう２ページのところにあるんですが、②で市民と行政それか

ら市民相互の多様な利害関係の調整とか利益侵害の防止となっています。これは効果なの

か、課題としてこれからどんどん出てくることなのかちょっと微妙なところだです。と、

いいますのは今実際いろんなところで市民参加が始まっていろんな価値観をもった市民の

グループが、そこがぶつかり合っているんですね。どうやって市民同士の利害調整をした

らいいのかというのが、行政側の結構問題というか仕事としてはものすごい深みになって

いたりします。だから効果であるかもしれないけれどもちょっとした懸念材料というか、

そういうのにも入るのかなと。それから条例を作ったから市民参加が進むというものでも

ないし、もともと市民側に行政と連携していくっていうか参加意識がどのぐらい今あるの

か。それをどうやって育ててくのかっていうそこのところの方がどこのまちでも一番難し
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いですね。公開じゃないし共有になって、その共有がどうやったらいいんだろうかってい

うそこの本当のところに戻ってくるのが多いので、いろんな事決めてく上で結構具体的に

話しをされてくといいかと思います。 
 
事務局 
お話にありました市民参加の具体的な市民側としてのニーズでいいますと、私のセクシ

ョンでは広報を担当してまして、アンケートをとった中では、たとえば市民参加で広報を

作るのはどうですか、という問いかけ方がございました。だいたい７・８割の方が賛成だ

という回答がありました。次に、具体的にあなたはどういう形で参加できるでしょうか？

という部分だと大体１～２割に減るんですよね。それは行政側から、かみ砕いた形で参加

できるようなイメージというものを見せてあげないと、自分がどの分野で参加できる可能

性があるのか考えられるようにですね、行政側としては相当配慮しないと。いままでどち

らかというと、行政にお任せしておけば生活は保持できるというような概念で進んできた

部分って結構多いですから。そういう部分を突破するということは、相当仕掛け時間もか

かるんじゃないかと、アンケート結果から見るとそんな感じを受ける部分も多いです。 
 
委員長 
市民相互の利害調整っていうのは市民参加が進めば進むほど、逆に市民が発言するわけ

ですから、そういう面でいうと多様な価値観を市民は持ってますから、利害関係も複雑に

なるということは出てくると思うんですね。でもそれは市民参加を進めることによって出

てくるものですから、ある面で言えば効果かもしれないんですよね。だから問題はそれを

どういう風にして調整いくかがもう一個出てくるわけです。それからもう一つは、確かに

道内の首長さんの中には、ニセコ町が自治基本条例ありますけども、ニセコ町は確かにそ

ういう条例を作っているけれども本当に市民参加が進んでいるのかと、うちのまちは条例

無いけどもはるかにニセコ町より進んでいるんだっていう、首長さんいっぱいいるわけで

すよね。中にはですね、ニセコの町長がある面では行政独断で法定協に入ってったわけで

すよね。たとえば今ある合併問題。それこそ自治基本条例違反なんじゃないかと言う人も

結構いるんですよ。道内の学者でもそういうこという人はいるんですよ。だから、条例を

作ると市民参加が進むかどうかっていうのは委員がおっしゃるように必ずしもそうではな

いってことが確かにあります。また、条例を作らなくても、実質的には市民参加が進んで

いってるというような、そういう自治体もあるわけですよね。だからおそらく豊中市が非

常に今進んでいるんですけども市民参加が。それで私もそれをちょっと勉強したかったも

んですから、いろいろ豊中の人と話したんですが、条例ではないんですよね。条例ではな

いんだけど市民会議とか、そういうものを活用しながら市民参加をちょっと進めています

ね。ですからやり方はかなり多様な感じはしますけどね。むしろ条例っていうのはある意

味で言えば憲法みたいなものであって、具体的なものになるとまたその憲法をもとにやっ
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ていきますよっていうことになるのかなという感じはするんですけどもね。でもやっぱり

そういう憲法みたいなものを私は、必要な感じはするんですけどもね。どうでしょうか。 
 
事務局 
１年たってやっと市民参加の題材がここの会議に出てきたことに関して、お話を受けて

いる今までのシステムから市民参加モードに切り替えるという部分で、推進チーム自体が、

そういう意識になるのに相当時間がかかるということがありました。本部会議も実は、こ

のテーマで２回開いたんですが、１回目は、基本的に内容は全く同じ付属資料をだしたん

ですが、全体の意志統一に至らなかった。だめではなく、ただもう少し中を理解したいっ

ていうなかではですね、かなり従来の頭で描いている市民参加っていう部分と、実際にい

くのとはちょっとギャップがあって。そのモードに切り替えるのに時間がかかるのかなと

思うのも実態であります。今度は市民の皆さんとの関わりの中で、急に今までは「役所が

わかったわかったって言ってた部分」を預けられるという形にいきなりなりますとね、や

っぱり急激には変化できないと思うんですね。 
ただ、方向としては条例を制定して間違いなくその方向に向かっていこうという部分の切

り替えをやるときに、どの方式がいいのかっていったときには、やはり条例方式が一番い

い方法なんでないだろうかと。条例が提案されることによって、議論がされるわけで、議

論をされる部分がさらに市民の皆様に透明に情報が伝われば、徐々に市民参加につながっ

ていくことと思われます。 
 
委員長 
西東京市とか、箕面市は随分早いんですけども作った後ですね、どういう風に進んでい

るのかのフォローはされました。 
 
事務局 
西東京市の確認はとれていませんけども、石狩市は市民参加条例を作った後、行政活動

への市民参加状況の確認を担当者を置いて行っています。昨年、この担当者の人に来て頂

いてお話を聞きました。情報公開の方法としましては、スーパーなど３１カ所にポスター

を貼るという方法をとっています。実際の市民参加の実施状況ですが、今までは行政の都

合だけで審議会を開催するということもあったんですが、条例制定により、市民参加の手

続が定められましたので、この事案については、こういう手続を経る必要があるから、あ

る程度の時間がかかるということを意識して仕事をしているとのことです。ただ、こんな

こと言うと誤解されるかもしれませんが、計画策定等については以前より時間はかかると

いうのが実態のようです。ただ、そのことが市民参加のポイントなのかとも思います。 
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委員長 
あとあえて北広の場合が、石狩市をモデルにしないで西東京市をモデルにするとどうい

う点がなんですか？ 
 
事務局 
石狩市の行政活動参加型を検討のたたき台としても良かったわけですが、まちの全体像

とか理念的なものが条文に謳われている西東京市の方が検討の叩き台としてはいいのかな

と、チームの中で判断しました。西東京市は合併した市ですから、前文を条文に謳ってい

ます。比較表でもわかるかと思いますが、条文の組み立てとして、違いがありましたので、

西東京市の方がたたき台としていいかなと思いました。 
 
委員長 
ニセコ町はあまり参考にしなかったのですか。 

 
事務局 
ニセコ町は、ステップアップして自治基本条例を制定していますので、その前の段階の

市民参加条例を参考にするには合わないと考えました。 
 
委員長 
職員の意識改革効果はやっぱりあるんでしょうね。今まで審議会にしてもどっちかとい

うと行政の都合で開くというケースも無い訳じゃなかったですから。そういう点でここで

やっぱり委員会やんなきゃっていう判断がいままでとおそらく違うでしょうね。時間もか

かるでしょうし。議員さんたちはどう思うんでしょうね。自分たちの仕事がなくなるんじ

ゃないかなんて風に思うわないのかな。それともやっぱりいいことだって思うのかな。ど

うなんだろうね議員さんは。 
 
事務局 
議会の権限を侵害するのでは、というのは他の市町村でも議論はあるようです。その点

は、市民の参加を経て作成された条例案や計画案であっても、幅広い権能と見識を持つ議

会があらゆる観点から活発な議論を尽くすことになるので、議会の権限を侵害することに

はならないと考えています。 

 

委員長 
うまくいけば役割相乗効果が発揮できると思いますけどね。やっぱ特別委員会でも議論

されるんでしょ。ほかの委員の方どうぞ出して頂ければ。 
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委 員 
７ページ目の５と６のところに市民の役割と責務とありますが、各市のやつを見ると、

責務とは書いてないんじゃないかと。権利であって、義務ではないんじゃないか。責務っ

ていうと一方的な義務を条例で参加せねばならないと義務づけるのかなあという感じがし

ます。権利としては持ってるけども、責務っていうのは義務ってそう読めます。 
 
事務局 
ここの責務については、市は情報公開を義務としてしなければならないというふうに、

市の役割と責務を強調したかったからで、市民の役割と責務とは書いてありますが、中身

としては、市民の方は義務というよりは役割を中心とした条文になるんじゃないかと思っ

ています。 
 
委 員 
市民としてやりたくないかもしれないし、やんなければならないこと、責務として義務付

けるのはちょっと。 
 
委員長 
箕面市は市民の責務という表現をしてますね。１１-３ページですね。石狩市は何も触れ
てないんですね。それから西東京市は、市民も市の方も責務って表現じゃなくて役割で全

部いってますね。いろんな考え方がありますので。 
 
事務局 
石狩市は「市民」を定義していません。西東京市は「市民」の定義があり、実際に条文

を作る段階ではその辺の違いも出てきます。この点は、今後議論していくとことにより広

汎に広がっていく可能性があります。 
 
委 員 
ただ市民参加条例という時は、市民というのは何なのか、協働とは何なのか言葉が必要

ですし、規定をしていった方がいいところもあるんじゃないかと思うんです。本当の実践、

実践というか行動というか、どこまでやるのか。それから責務については、環境基本条例

とか景観とかああいうところには規定されていますよね。役割だけじゃなくて市民の責任

をもってこういう目標に向かっていきましょうって形で。 
 
事務局 
理念的な責務というような部分のほうが濃いのかなと。ただ勉強会や打ち合わせをやっ

た後ですけども、責務としての一例として、司法制度の中で、市民が参加する責務という
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ものが現実にはああいう制度の中で盛り込んで作られています。その趣旨的な部分につい

て内容は違いますけども、やはり一定の市民参加ということを実現させていくっていうこ

とでは、司法制度なんか見ているとありえないことでもないのかなというような感想は持

っています。 
 
委員長 
箕面市は随分理念的で、非常に短いものですね。それで石狩市はなんか手続き的なこと

が随分載っててあまり理念的なものはないですよね。西東京は両方兼ねている。なんで石

狩市は、市民とは何かとか規定しないんですか。 
 
事務局 
石狩市の条文の説明の中に、市民、市民参加についてあえて定義しなかったと書いてあ

ります。市民については、市内に居住する個人及び市内に所在する法人を含むことを基本

として、市民参加手続きの対象となる行政活動により影響を受けるものの範囲などに応じ、

その都度伸縮させて考えることが適当と思われることからあえて定義を置かないこととし

たものです。と説明されています。また、市民参加はすでに広く定着した言葉と判断され

る上、この条例では、行政活動への市民参加と、明確に素の対象を示していることから、

定義する必要はないと考えたと条例文の説明には書いてあります。 
 
委員長 
そんなに定着してない気もしますけども市民参加ってのは。抽象的にはみんな言うけれ

ども。 
 
事務局 
行政活動への市民参加と条例の名称ではっきり言っているものですから、「市民参加」と

いう定義はあえてしなくてもいいのでは、という考え方です。 
 
委員長 
行政活動ってことはまちづくりじゃないんですよね？ 

 
 
事務局 
その点は、条例の目的に、「行政活動への市民参加を推進することにより、自治の主体で

ある市民が持つ知識、経験、感性等をまちづくりに活かし」と謳われています。 
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委 員 
私も内容見ましたけども本当に貼ってるんですよ。広報っていうのは、配ったら見られ

てるって思うんですけれども意外と読んでないと。インターネットも使える人は見ている

けどもそうじゃない人はわざわざ見てない。一番見られてるのが、そのスーパーの紙とい

うか掲示板。意外と身近で簡単でやっていそうでやっていない情報公開の仕方なんだなあ

と思って。 
 
事務局 
そのことは担当者の方も言っていました。担当者は今の時代、ＩＴを中心とした情報公

開を主張し、はじめは反対したらしいんですけど、結果的には情報の伝え方としては、各

スーパー何十カ所に委託して置いてある掲示板が一番効果的だったといっていました。 
 
委員長 
だってインターネットは、よほど関心がなきゃ見ないでしょ。 

 
委 員 
インターネットをやっていてもその市役所のホームページにアクセスしないですよね。 

 
事務局 
だからスーパーに買い物に来たときにふっと瞬間に読める、それがいいらしいです。 

 
委 員 
他のまちの例でね、具体的に利害関係の調整をしたという例にはどんな例がありますか。 

 
事務局 
その点については、あまり調べていません。 

 
委 員 
これが一番問題なことだと思うんです。利害はみんな対立するんですよね。最終決断は

誰がどうするんですか。最後の締めは。 
 
事務局 
内容によるとも思うんです。それで行政権限、法律背景がある中でいえば首長が、行政

の権限の範疇に属する決断。そういうのは首長が行うべきと思います。現実的に利害関係

が対立することになれば、法律に禁止されてない行為であれば、対立した案件があれば、

これは意志の強い方が実行してしまうような部分というのはあると思いますね。ただそう
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いう泣き寝入り的に、今まで表にも出てこない不満だけがたまるというようなことじゃな

くてやはり問題点をきちっと外側に出して、その問題点について解決できるものはないか、

手法はないかという議論過程がすごく大事な部分ではないかなという風に感じています。

その部分いろんな議論がされる場が保障されるってことが大事なことかなっているような

気がしますけれども。 
 
委 員 
その通りなんですが、だから具体的にどんなことをやるのかなあと思っています。 
 
事務局 
三鷹市だったと思うのですが、まったく市民だけで作った例があります。そこの報告書

をみますと、はじめは多様な意見の方がいっぱいいらっしゃって意見が対立するんですが、

行政と市民じゃないですから、市民同士ですから、だんだん特異な意見は出なくなって来

る。そのうち市民同士の利害とか統制されたプランができたということで、それが一番理

想な方向なのかもしれないとは思ってはいます。 
 
委 員 
行政に対するやつだから、今おっしゃってるように、みんなそれぞれ行政手続きの中で

育てるというんですよ。だから公開しちゃいけないのもあるし、今はもう大体公開の方向

にはいるけれども、ものによってはこれは公開しちゃだめですよというところもあるから。

だから、言葉はすごくそのとおりなんだけど、実際はどうなのかなあって頭の中でシュミ

レーションするとわからなくなっちゃいます。 
 
委 員 
三鷹市の場合は、三鷹プラン２１というのを百何十名でつくって、その百何十名で十い

くつかのセクションがあって、たとえば都市計画のこととか高齢化のこととか介護のこと

とかテーマ別になっています。ものすごい期間話し合って、その前に話すためにルール作

りに半年かけて、参加した人たちの顔ぶれを見ると、こんなこと私がいってはあれなんで

しょうけども、なんていうかみんな有識者みたいな方で、今はリタイアしているとかの方

なんです。数年前に最初だったのでよく三鷹市の例は出るんですけども、それを指揮した

人も地元に住んでる大学の先生だったりします。三鷹の場合は市民主導が違っていて、そ

こまで普通の私たちが暮らしてる中で単純に話し合うとこまでもってくってのはものすご

く大変なことで。時間もかかるし。 
 
事務局 
そこまで到達するのに、三鷹市は、３０年かかったと聞いています。 
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委 員 
それから今札幌市でもいろんなところでワークショップだったり、公聴会だったり委員

会だったり、いろんな形でやっているんすけど、本当に職員は四苦八苦してます。それか

ら市民たちも疲れちゃったという人たちも結構います。だからそれでどうしたらいいかと

いうので私のところに相談に来てたりするんですけど、最初に市民で話し合う時のルール

とか、話し合うテーマのポイントとか、それ位はやっぱり提供すべきと思います。０から

参加しましょうとか一から作るのはやっぱり経験してないことなんです。それだけの時間

もお金もかける心構えだったらいいんですけども、そうじゃないんだったらある程度の準

備っていうか教材を出すのって必要なんじゃないかなと最近感じています。そして実際に

今年は、ちょっとそういう形で始めてる部分もあります。 
 
委員長 
おそらく市民参加っていう場合には、いろんな程度があるんじゃないかと思うんですよ。

私が南幌町の総合計画の委員長をやった時にですね、ワークショップは随分やったんです

よ。それから、住民を交えた懇談会みたいなものを百人以上でやりました。やっぱり多様

な意見が出るんですよね。そのとき私たちは、ある程度の柱立てをしてありますから、そ

の上でやってもやっぱり利害関係って出るんですよね。やっぱり意見を聞いただけでまと

めちゃったんですけどね。だからあんまりいいことじゃないんですけども、おそらく市民

参加の程度度合いもあってですね。 
最初のうちはそういう地域や市町村によっても違うんでしょうけども。あるいはテーマ

によっても違うかもしれないんですけど、やっぱりある程度委員がおっしゃるような教材

みたいな形で出して、そこから議論することも必要だろうし、相当成熟してくれば、全く

白紙でバーンと出していくこともできると思うんですよね。 
でも、平日の日中に開催するとしたら、もう限られた人しかやっぱりできないんですよ。

おそらく平日の夜とかの設定でもしない限りは、あとは日曜日とか土曜日とかに設定しな

きゃならない。ワークショップとかは南幌町の時は全部日曜日か土曜日でやったんですけ

どね。市民参加というけども出てこれる人は、やっぱり平日の日中では限られますよね。 
 
事務局 
例としては、北広島市がホームページに、市民参加の掲示板というチャット形式で、（市

は参加しませんけども）他人を中傷したらいけませんというルールだけ決めて、それに該

当するだろうという質問や、意見交換については事前に市のほうで削除するんですけども、

やっぱりもうルール破りというか、２年もたなかったですね。 
初めのうちはですね、市に対する辛辣な意見って部分も当然匿名ですからいい情報源と

して、たとえば、西の里のホテル問題ですとか、ホクリョウの臭いの問題ですとか、市と
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していろんな課題としていたのがありまして。 
市民もやはり敏感で、新聞に載った内容とかで結構市民同士の意見交換をやるわけです。

はじめのうちはそういうのがすごく良かったんですけども、だんだん質問の仕方とか、意

見の言い方だとかに難癖が始まりまして、そのうち収拾つかなくなって、閉鎖ということ

になったんです。 
どこのまちでも結構そういう経過が多いみたいです。人が一定のルールをきちんともっ

て開催していかないとそういう本当に意味のある議論が構築できないかなといういい例か

なという感じはします。 
 
委員長 
やっぱり、チャットってのは今回の事件もありましたけどもね、限界あるんですよね。

本当に情報公開でも非常に掲示板にどんどん書き込んでいって、なんかいいように見えま

すけどあれはやっぱり人の顔が見えないってのはだめですね。辛辣な批判だとか感情論だ

とかがでてきちゃって、ああいうチャットみたいなのは、あんまり私は賛成できないです

ね。 
合併問題なんかも市町村で結構出してるんですよ。もうすごいですねあのチャットのや

りとりなんかにしたら、もう、感情論みたいなのばっかり出てきちゃってね。 
 
委 員 
そういうところに流れていくと、建設的な市民参加に向かってまちを作るためには行か

なくて、マイナス方に行って、せっかく参加したいと思っていた人たちがイヤダってなっ

て、もうどこにも参加しなくなっちゃうのが一番怖いんですね。 
 
事務局 
建設的な意見を書かれてる方も多かったんですが、そういう意見を書くと、お前は役所

の回し者だろうっていうのがあって、そんな形でまた中傷が始まっちゃうんです。 
 
委員長 
そうなんですよね。あれは本当に思いますね。掲示板っていうのはいろいろ問題あるわ。

市民参加ってやっぱり人と人がちゃんと集まったとこでやんないと駄目でしょうね。 
 
委 員 
市民参加は、行政の政策過程に対する参画を求めてるんですよね。それで、この間も言

ったんですけども、市長さんであるとか市会議員さんであるとかは、それぞれ公約なりな

んなり住民に約束して付託されて当選されている。その人がいろいろ行政を実施していく

んですよね。それとの兼ね合いはやっぱりきちんと整理していかないと、今いろいろ出て
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るようにプロとはいわないけれどプロ化したような人がたくさんいてね、そういう人がい

ろいろと意見を言って、そういう人の意見はかなり声が大きいから、ただ小さな意見がな

かなかすくわれてないようなことが起こりかねないんでね。そのへんの整理をどうやって

条例に書き込むか難しいんです。 
 
事務局 
選挙公約と市民参加のニーズが合うか違うかという部分を条例で整理するのは具体的に

は難しいと思いますけれども、ただ、選挙の時の公約、市民のニーズがどうかっていう部

分は最終的にはやっぱりいろんな手続きは必要ですけども。やはり今の地方自治法上の手

続きでは、最終的には全部首長の判断って形になるでしょうから。ただ、今実態としてい

ろんな市民の皆さんに参加をいただいたり、行動していくというなかでは、やっぱり参加

がなければ絶対に協働はあり得ないと思うんですね。 
意思形成のときに自分たちの意向とか市民の声とかって部分がどう活かされながらお互

いに支え合うかって部分になりますと、やっぱり参加なくして協働なしというような形の

シフトの切り替えが、結構大きな話なのかなという部分では、先進市のいろんな事例を参

考にしたりして北広島型を進めようとしてるんですけども。 
あまりその身の丈を、つま先で立ちながらというような条例ではなく、焦らずじっくり

スタートしようかという部分も本音なんですね。あまり焦って条例だけが先行しても実態

はなかなかそういかないと部分があるのかなと思います。やはり市役所が陳情を受けてや

ってあげるという体質の時代とは明らかに違いますので、そのためにはやっぱり情報の公

開とか市民の参加という中でうまくスタートしたいというのも本音なんです。 
 
委員長 
まあいろんな意見があってね、首長さんの中にもさっき言いましたように、条例作らな

くても市民参加はやっているよという首長もいるしね。だけど私は、市民参加を担保する

という意味でやっぱり条例があった方がいいと思うんですよ。例えば「うちのまちは条例

はなくてもはるかにやっているんだ。」といってもその首長さんが辞められた後、どうなる

かはわかんないわけでしょ。そういう面で、やっぱり条例というのはそういう市民参加を

担保できるものになるのかなと思うんですね。 
でも、さっき言ったように、条例は自治体の憲法なんですよ。ですから、あとは具体的

なものはもっと自主的なのところで決めていくことになりますね。 
 
事務局 
市民の中に全体的なひとつの規範というかルールとして示し、示すことによって多様な

意見が生まれたり、いろいろな市民参加のありかたが進むのではないかということです。

それと委員長さんが言ったように条例化によって市民の中の議論としては、前に進むかな
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あと思っています。条例が出来たからといって、次いきなり市民参加が一気に進むとは思

わないですが、でも、何かないとやはりどっちの方向行くのかわからないかなと。作るま

での議論を含めてですね。 
 
委 員 
市民参加は壮大なコストがかかるけど、あんまり成功しないんじゃないかと思っていつ

も疑問なんですけど。理念はいいと思うんですね、だけど本当にどうやったら成功するの

かなと。民間企業だったらはっきりしているんですけど、営利目的ですから市場調査して、

何を求めてるのか探してそっちに向いていけばいいですから。そうするとそれを単純に当

てはめるとすれば、市民がどういうニーズを持っているのかっていうのがアンケート調査

かなんかで、それを徹底的に繰り返しやると。それで、出てきたものについて行政が向か

っていけばいいのかなと思うんですけど。民間とどこが違うのかなと、民間は完全に営利

目的ですから、市場のニーズに合せて向かっていって利益獲得して、ニーズがなくなりま

したら撤退すればいいだけなんですけど。そこのところとの違いが私はちょっとわからな

いんですよ。ただ、これやって相当なコストかかるけどたぶんコストは、経費だけでなく

て、経費って普通の経費もあるし人件費も相当かかりますけど。このコストは、機会コス

トとして失うものは莫大なものであるし、それに見合ったような成果が得られるかどうか

っていうのがよくわかんないんだけども。そうすると、基本的に私の今のイメージではさ

っき言ったように市場調査っていうか民間のようするにアンケート調査をまめにいろいろ

やって、そこから市民が何を求めているかを引き出して、それに対応する。そういうやり

方でやって、それで市民が理解してくれたら始めて逆に、市民が参加してくれる、なんか

やるときには協力してくれるんじゃないかなと思うんですけど。今どっちかっていったら

参加させて協力してもらう、参加意識をもって協力してもらう。 
本当はそうでなくて、このまちいいことやってくれるなとか、いろいろ調査してくれて

何となく自分たちが思ってることやってくれて、いいまちだなと思うようになると、この

まちを大事にしようって意識も生まれてくるんじゃないかなと。そこのところがうまく整

理できないんですけど。まず市民のニーズを見つけ出す作業をやって、それについて向か

っていけばその結果として市民が協力してくれるという流れの方が本当なのかなと思うん

ですけど。どうも今の議論は逆のような気がしています。ちょっとごめんなさい。頭のな

かでどうしても市民参加が壮大すぎて。条例を作っても市民が参加しないんじゃないかっ

ていつも頭に残っているんです。私の今まで育った環境は、営利を目的にしてそれに向か

って方向の操作をしていくものでしたので。 
 
事務局 
今あった話は、貴重な話だと思います。班の中での議論にもちょっと触れいてる部分が

ありますので、紹介しますと、まず理念的な部分では、今制度では法的にいうと団体自治
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は保障されているよと、いわゆる議会ですとか首長とかそういう部分は制度的に保障され

ています。 
まあざっと見て市民がこの制度の中で参加している部分っていうのは、極論でいいます

けど、法的に担保されている部分は４年に１度の投票だけです。その中で実際に行政がど

ういう方向に向かっていくのかとか、自分たちの要求がたとえば汲み上げられていないと

すれば、どこに問題があるんだろうかと。 
４年に１度の選挙で首長を変えればいい、議員を変えていけばいいというのが今の基礎

的な理念になっているわけですけども、その中でやはり先程責務、役割の議論がでてまし

たけれども。 
ここの議論の経過の中で住民自治という概念について、いわゆる地域の人たちが、意思

決定は「首長」と「市民」があります。理念的な部分では区分けが難しい部分があります

が、自分たちの手で、自分たちの住みやすいまちをつくってくんだと。これはいま委員が

おっしゃるように、首長は当然そういう役割をもち、議会もそういう役割をもっているは

ずなんですけども、同時にそれを自分たちがまちづくりという部分でいったときにエラー

チェックをしたり、それから作る部分で自分たちが役割を担ったりしたり、それから参加

する過程の中でこの役割分担を果たしていきたいと。そういうことで住民が、自分たちが

自分たちの手でこのまちを治めて行くんだと。 
今の自治制度というのは、戦後、首長と議会というのがもう固定概念としてあるわけで

すが、（外国には）いろんな自治制度があるわけですね。たとえば投票で選ばれない首長が

いるというか、たとえば５人ぐらいの委員さんが互選できめるような自治制度持ってると

ころもあるわけですね。そういうようなことを含めて本来市民が自分たちを扱っている部

分をどう作り上げていくかっていう部分を、選ばれた人間が考えなければならないし、政

策提起をしていかなければならない。そのためには当然ニーズもアンケートなどをとって

いかなければならないし、それに対する政策提起もしなきゃならない、その点検をしてか

なきゃならない。その結果市民的な高まりも出てくる部分がある。 
だから逆に、進んだ善政のために「あなた任せ」という部分も当然ありうるわけです。

この両方の部分で互いに補完しあう関係が、一番自分たちが自分たちを治めていくってい

う概念にマッチしているんじゃないだろうかなっていう部分です。 
この分権の面では、財政基盤、費用、時間、職員の負担というのは相当大きいものがあ

るという議論はありましたが、そういう部分を経てでも、やはり市民が自分たちのまちづ

くりに参加するっていう部分の大切さというか、責任制というか、そういうものを本来作

り上げていくのが目標じゃないかなという感じはしているんです。当然、今作るのが目標

ですけども、その過程で自治の仕組みやあり方というものを点検をしながら作っていこう

という部分が制度的な担保保障ということなのかなっていうことが班の議論過程の中には

でております。 
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委員長 
要するに費用の場合ですと、たとえばいろんなニーズはあるわけですよ。たとえば食べ

物でですね、甘いものが欲しい人、塩辛いものがほしい人、辛いものがほしい人という区

切りをしますよね。企業だったらその甘いものを求めてる人が多ければ、塩辛いものつく

らなくて甘いものが一番売れそうだからってひとつに絞ることができるわけですよね。他

のニーズもあるんだけれども、そっちのニーズは少数だからいいと言うことはできると思

うんですよね。その点、自治体の場合どうかというと、たとえば北広島では、同じスポー

ツでも、テニスコートがだいぶ古くなって、テニスコートの整備をしてほしいって人も一

方にいて、そうではなくて、プールが古くなったんでもっと整備してほしいとかですね、

体育館を整備してほしいというかたもいると思うんです。今まで、おそらく財政が潤沢な

時だったら、それぞれのニーズに応えてみんなそれぞれやりましょうていうことだったと

思うんですよ。大きな箱物を建てるんじゃなくて、そういう修繕ぐらいだったらばね。今

やっぱり財政も厳しいですから、必ずしもそう簡単なものじゃなくなっているんですよ。

ですから、プールの整備をしてほしいっていうニーズもあるし、テニスコートの整備をし

てほしいというニーズもあるそういう時に、行政判断だけじゃなくて、そこにやっぱり市

民が加わって、まさに利害があったりするんでしょうけども、そこのところで市民参加と

いうことが、ひとつ利害調整も含めて出てくるのかなというふうに思うんです。今までだ

ったら行政が必ずある面で言えば行政の判断だけで決めていたところはあると思うんです。 
 
委 員 
今のところですけども、企業は「儲け」の前提にニーズを探すという作業をするのです

が、行政の方では、やり方として不足してるんじゃないかと、いうことはですよ。企業は

儲かるものだけ動けばいいけども、行政はそうじゃなくて、何を求めてるかを見極めてそ

れに対応するってことですよね。その見極めることの作業が、こういう仕組みをつくるま

えに、もっと大事なんですね。アンケートなどでそういうニーズがどこにあるとかってい

うのを全部整理して。それをどう扱うか後は行政の判断だと思うんですけども。そこの作

業をやることによって市民がこのまちはいいまちだっていうことで、「我がまち」という意

識が出てくれば、何かやる時は協力もしてくれるんじゃないかと思うんですけど。 
 
委員長 
確かにニーズを探というかニーズを調査することは、今までの自治体は弱かったと思う

んです。逆に市民参加を進めて行く中でね、ニーズを発掘できるようになるんじゃないか

と。たとえば総合計画みたいなね、私が委員長を務めた南幌町では、ワークショップをや

りますとか、いままで気づかなかったようなのが出てきますからね。 
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委 員 
そこでアンケートをバーってやりますよね。それを常時やってるわけですよ。 
常時やっていて、必要があればそういう委員会というような形でそういう繰り返しやって

ればですね、コストは一番少なくてすむと思うんですよ。そこから吸い上げていっていい

まちにしていくっていうように、どんどんそういうものを採用するものを採用していけば

そのうち協働の意識とか自分のまちだと意識が生まれるんじゃないかと、それは私の発想

なんですけど。個人的な意見で申し訳ないんですけど。 
 
委員長 
少し長い目で見ないといけないってことですよね。おそらく今行政のスタンスも大きく

変わらなくちゃなんない時代ですから、ある面でいうとね。今までいろんな市民要望とか

あればそれはみんな振り切られた時代なんですよ。 
 
委 員 
まだ行政のやり方が変わってないですよね。 

 
委員長 
今は、変わってないですよ。これから財政が厳しくなるしね、だから行政も否応なくス

タンスを変えて行かなくちゃならない。今まで培ってきたものがありますから、簡単には

変わりにくいんです。それをやっぱり変えていくひとつの方向として市民参加と言うのも

があります。職員の意識改革とかそういうものに繋がっていきますし、そういう行政スタ

ンスを変える方法のひとつにもなるんじゃなかと、そう思っているんですよ。 
 
委 員 
それと、サービスとニーズの関係なんですけども、もうニーズを掘り起こしてサービス

のメニューが見えて、じゃーそれに対応しましょうとは応えられない財政的な事情があり

ますよね。その場合に、もう住民はサービスの受け手だけではいられない時代ですね。じ

ゃーどうしたらいいかって時に、時間はかかりますけどもワークショップであったりいろ

んなものに出ていくことによって、最初は参加したときはサービスの受け手として話して

いる人たちが、行政の限界を知ることによって、企業ではできない、行政でもできない、

じゃあたとえば自分たちがやるとした、ここまで自分たちが負担するとしたら、もっとい

いサービスレベルを上げられるとか、サービスの内容を変えられるっていうことを学習で

きるんですよね。ここではじめて住民もサービスの受け手だけじゃなくて提供する側にも

なれる。それがやっぱりこれからの市民自治であったり、新しい行政の在り方とかそうい

う方向に現実としていける。本当に小さな話なんですけどもね、子育て支援とかいろんな

サービスがあります。保育所では、いろんな法律の限界でこれだけしかできない、でも私
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たちのニーズはこれで、その隙間をどうやったらいいかってことを話し合って考えて行動

していくところに意味がある。だから本当に時間はかかるんですけども、壮大な話なんで

すけども、やるのは小さな一歩からやっているところの方がうまくいっているのはそうい

うところなんですよね。 
 
委員長 
だから私はあんまりニセコ町を評価してないんですよ。作ったのは、あまりにも町長の

独断でしょ。だけど今進んできているとこなんか、むしろ市民活動とか市民参加というの

を実質ふまえて条例化していってますよね。ニセコ町の場合は町長のアイデアひとつで作

っちゃったってとこありますよね。だからそれはちょっと駄目でしょ、形骸化してますよ

ね。やっぱりそういう面では実質を踏まえてね、それで作るとそれが一番いいんだってい

うとこなんですけどもね。ただ、北広島市の場合は、ある面でいうと市民の自覚は高いと

思うんです。そういう面じゃ今検討して作る意味があるってことなんですね。 
 
委 員 
委員長がおっしゃるように参画意識とか、財政状況など市民にわかってもらうなどは、

非常にいいと思います。私は、そのスタートラインで疑問があります。  
 
事務局 
私らが担当しているのは、税金が大きく関わる公共分野だと思うんですよ。公共分野と

なってくると、アンケート調査ではやっぱり駄目なんですね。結果的には、隙間があった

サンプル調査だけでは公共分野は税金でカバーしている部分っていうのはクリアーできな

いっていう状況になるんですね。たとえば、全体の傾向をつかもうということでアンケー

ト調査をやりましょうと、それも行政側からじゃなくて市民側からも同じ様な調査をやり

ましょうって意識に切り替わっていけばいいですけども、やはりどうしても行政側という

のは、体質的には税金を集めて供給する側ですから、供給側の都合意向ってのは絶対関わ

ってくるわけで、その中に実際にお金を出し合っている市民の側のほうにスタンスを切り

替えるって部分では、これからは必要だろうと私らは思うんです。たとえば部長はこれま

で介護保険の担当ですが、まさに福祉なんてのはマンパワーなんですね。マンパワーの典

型なんです。そしてそれは隣近所だとか、町内会だとか、いろんな各部分のマンパワーの

実践版ってことを考えるとですね、やはりいろんな市民がどういう形で福祉を考えるかと

いう部分の視点に置き換えてかないと、役所から隣の家のひとの隣のおばあちゃんのいっ

て様子見てきなさいっていったらお金頂戴っていう話になっちゃうのを、やはりその地域

でいろんな公共分野がお互いに、税金でない公共分野も含めて、地域社会がそうやって支

え合う部分からすると、やっぱり決めるときに参加しないで命令されて、やるっていう形

にはやっぱりならないだろうと思います。 
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委 員 
私の言っているのは方法論でして、入り口の部分で私のイメージとはちょっと違ったん

です。市場調査とか最初のアンケートの項目とかそういうものは市が提供するのかもしれ

ないけれど、そこから出てきてからは、今度は、分科会などそこに市民参加が付いてきて

そこで本当のアンケートを作り直すと。福祉の問題だとかそこに参加してもらって、細か

いアンケートをとるとか。そのとった結果について今度は予算はこれくらいしかないよと

いうような情報ができます。 
 
事務局 
今その手続きがですね、まさに市民参加の手続きなんですよ。たとえば介護保険の事業

計画とか総合計画も、スタートはアンケートだとかってありまして、その素材をいろいろ

と揉むときに市民がいわゆるワークショップとかいろんな形の中で揉んで、最終的に叩き

台にしていこうという部分ですね。たとえば総合計画も介護保険の計画も、いわゆる児童

次世代育成計画っていう部分も、そういう形でやっているんですが。ルールとしてそうい

う風にやりましょうと、必ずやらなきゃならないんだという部分のルールになってない。

ですから、「よし、これはやろう」と決めれば手続きを行い、時間もあんまりないし、市民

参加の手続きを止めようと思えばやめれるのが現在で、市民参加を行うのが基本とするス

タンスに切り替えようって部分ですね。意識の転換をはかろうということです。 
 
委 員 
時間はどれだけかかるんでしょうか。 

 
委員長 
それはわからないでしょうけども、やはりある程度の期間はかかるでしょうね。まあか

なり北広島市の市民の成熟度も高くなってきていますし、行政ももちろん、ワークショッ

プとかいろいろやってきてるので、こういったものを踏まえて条例をつくる条件はあるっ

てことですよね。 
 
事務局 
地域にある街区公園、昔は児童公園といっていた。は、今は、全部ワークショップ方式

で作っていまして、要するにここに今公園を作るんですけども、皆さん方どういう公園に

したらいいでしょうかと。時間でいうと２年くらいかかっているんですよ。街区公園には

ワークショップが常識だとなれば、やるほうも当然予算化される２年前に地域の方の話を

聞いて、地域の意見を反映してやってという、経常化されていけばですね、それほど苦で

もなくなるっていうのも現実なんですね。ですから、導入化して定着させるには時間はか
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かるでしょうけども、結果的に地域で利用される公園になるわけですから、これはかなり

の部分では定着化している部分なんですね。 
 
事務局 
今の街区公園のワークショップに私は直接関わってはいませんが、行政はどちらかとい

うと無謬主義者といって後から文句つけられたくないということになれば、三種の神器を

いれてしまえってことになるんです。砂場作って、滑り台作って、ブランコ作って、これ

をいれとけば後々文句つけられないだろうと、しかも児童公園だというような部分があっ

てね、そうするとなにがなんでも平らにして、「はいできました」といったら、最低限のニ

ーズは確保してますという形で終わりになっちゃうんです。 
実際にワークショップが入りますと全く木を切らずに自然の木のまんまでなんとかブラ

ンコを作れないかとか、結構行政側が考えてないようなそんな知恵が出てくるんです。い

らないものは当然いりませんって形で、はじめは要望をいろいろ聞くわけですが、はじめ

予算は２０００万円しかありませんよっていっても全部たしたら億単位になる。結局２０

００万しかないものは、じゃあどうするんだっていったら市民がみんなで打ち合わせしな

きゃならない。削れるところは削って、集約化してしまう。しかも行政側で考えつかない

ような児童公園を作り上げちゃうんですね。これはその、行政が後で責任を追及されたく

ないと、いわゆる特徴的なものを作ればですね、必ず後でクレーム付くわけですが１００％

じゃないですから。そこに満足する人もいれば、７割の人は不満持つかもしれないんです

よ。でも、長い目で見たときに、その７割の人たちもああよかったねといってくれるよう

な。後で長いスパンで見たときに、評価される公園が初年度から長い目標をもって作って

いけると。木の育ち具合に応じて公園が評価される。行政が作れば平らにしてボンと作っ

た時点での評価ですから、その時点で評価されたらお前は何をやってたんだって怒られち

ゃうんです。そこのところは行政がやっぱり踏ん切り付かない部分を、市民が参加して市

民の意思決定でやることによって、全然違う公園作りが可能になるんですよ。児童公園の

ワークショップでは非常にそういう例では、おもしろい題材じゃないかなって感じはしま

すけどね。 
 
事務局 
一部の公園では、通常は業者に一括管理委託なんですが、これを地域の町内会が３分の

１くらいの謝礼で管理をしているていうような公園もあってですね。そうすると日頃から

草取りだとか、たとえばあそこに砂場にガラスが落ちてると市役所に言うんじゃなくて自

分たちがすぐその場で片付けるっていういろんな部分の中ではね、一番いい例で動いてる

ひとつかもわかんないですね。 
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委 員 
そういうことをルール化するっていうことなんでしょうかこれは。 

 
事務局 
基本的には今児童公園ってひとつの事業でしたけども例えばまちの今後の進み方だとか、

都市計画マスタープランっていうのがこの３月の末にまとめられた部分は、３年ワークシ

ョップをやってですね、大きな話から最後はこういう風にまとまってくのに最後は３年と

いう部分で今終わったんですね。それからやはり大きなものは当然３年とか４年ていう部

分のスパンのものはかかるんじゃないのかと。 
 
委 員 
今言ってるようなことがここで条例として制定するっていうことなのでしょうか。 

 
委員長 
つまりある程度北広島市の場合であればそういう実績が積まれてきましたんで、それな

らばやはりここで普遍的な、市民参加の条例みたいなのを作っていくことによって、おそ

らく今までだったら特定の分野で非常に進んでるけどもそうでない部分っていっぱいあっ

たと思うんですよ。それでそういう面でいうと今の時期にこういう条例を作れば職員の方

もですね、今度はあんまり進んでない分野でもですね、そういう意識がだんだん芽生えて

くるだろうと思うんですよね。 
 
委 員 
公園とかが、そういう風にうまくいってるんですよね。公園とかは利害にからむ自分の

身近なものという意識はあるから載ってきやすいと思うんですよ。他の乗ってきそうもな

いようなこともありますよね。 
 
委員長 
いやそれは分野ごとにやっぱり乗ってきそうのないもないものもありますよ。 
 
委 員 
公園は、たまたまいい例ですけど。 
 
委員長 
ただ総合計画でもなんでも大きい問題でもですね、やっぱり結局ワークショップをやる

といろんなことをやっていけばですね、これはかなり関心は高いわけですよね。 
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委 員 
前提としてわたし反対しているわけではないので、理想が大き過ぎてうまくいくのかな

あと心配してたんですけども。 
 
事務局 
そういう意味ではですね、わたし今まで担当してる部分でですね、西の里のホテル問題

ですが、一般論でいうと風俗営業法にもとづかない、簡単にいえば「ラブホテル」なんで

すよ。それが市内にできました。市民としてはもうこれ以上は欲しくない。そのときに、

じゃあ市民の意見をまとめてですね、いろんな市民参加だとか、いろんな手続きを経てで

すね、やるということになると、もし市民参加という条例ができていたとしたら、これは

大変なことだなということもあります。決して弊害という意味じゃなくて、法律の背景っ

ていうのがたとえば風俗営業法ですとか、旅館業法ですとか、建築基準法ですとか、日頃

市民とはなじみのない法律を駆使して規制条例を作っていくという形のものを今やろうと

してるわけです。そうなると、市民が勉強を始めなきゃならないんです。私どもは勉強が

仕事ですから当然最優先してやるわけですけども。市民が片手間で勉強してですね、そし

て市民の意向を聞きながら、それから土地の利権の問題、それから憲法に保障されている

営業権の問題、そういうものを背景にしながらじゃあどういう規制をして目的が遂行でき

るか。制限を少なく、実効が上がって営業保証を制限しないと。ちょっと矛盾するわけで

すけども、そういうような市民ニーズをどうやって作り上げていくのかっていう条例を求

められたときに、これを市民参加でやったらですね、２年３年経ってしまうわけですよ。

そのときに本当に制度保障がある市民参加条例ができている。これはどうしようかなって

いうのが本音のところでありますね。現実にはですねそんなにきれい事ではいかないだろ

うという部分は、早くやってくれっていう部分に対する問題についての行政側のスタンス

としてはね。全部やるかそれともどこかに保留条件もってないとおっかないなっていうの

も議論の中でもありました。それから他の石狩等の条例でもどうしても市長がこの限りじ

ゃないというような部分で抜け道も欲しいよねと、いう行政マンとしての本音の部分もあ

ります。 
 
委員長 
それは西の里ホテルの問題がそうですよね、緊急性と専門性という両方が必要になりま

すから、それはやっぱり市民参加で、素人の市民が、法律から何から勉強して確かに３年

４年かかる話ですから。そういう問題はいいんじゃないですか。逆に市民ニーズとしても

早く何とかしてくれという方がね、２～３年かけてゆっくり議論するのではニーズになら

ないかと思うんですけどね。 
 
事務局 
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先程のコスト論の話ですが、何か施設を作るときに市民参加でいろんなニーズを捕まえ

て作ると、あとあとフォローしなくていい、投資しなくていい。結果、お金がかからない

というコスト論につながることになる。例を挙げれば、今までの道路建設の場合などは、

後から歩道が欲しいって歩道を造る。歩道がついたら除雪に費用がかかる。でも作る段階

ではその辺まで考えて用地買収とかはあり得なかった。だからやっぱり初期段階の市民参

加をもっと充実させるとコスト論に繋がりますし、職員のほうも市民参加でだんだん醸成

されていきますので。将来にわたる市民ニーズを踏まえた施設を考えるようになる。結果

としてトータルのコストが下がっていくのではないかと私は思っています。はじめのころ

は多分、時間は多くかかると思いますが。 
 
委員長 
あとどうでしょうか。 
事務局としたら次もこの辺の議論をすることになりますか。時間もだんだん迫ってきたの 
で、次回の日程を決めなきゃなんないでしょ？それと話し合うテーマでは、次回はこれを

もう少し続ける時間あるでしょうか。 
 
事務局 
勝手な都合で申し訳ないんですが、当初の方針では１５年度をめどに、長くても１６年

までにという話で動いていて、ただ私ども行財政改革のテーマが正直言って広いという部

分もありまして、行財政改革はこれからずっと恒常的に続くとは思うんですが、あるべき

方向性といいますかそういう部分についてはこの今年度中に一定のまとめをしたいと思っ

ております。従いまして、次回については行政サービスということの今推進チームで検討

している分野についてですね、ご検討をいただきたいと考えております。 
 
委員長 
そうですか。ただちょっと市民参加の部分は、今日の時間の関係でちょっと足りないよ

うな感じがしています。 
 
事務局 
それは引き続きやっていただいて。 
 
委員長 
もうちょっと時間必要かなって部分があります。 
 
事務局 
昨年も当初は５回（委員会）をお願いしていましたが、結果的に７回開催して頂きました。
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今年度も予算的には、５回予定をしておりますけども、回数が多くなればなったというよ

うな形の中で対応していきたいと思っております。 
 
委員長 
たとえば次回に、３時間くらいやるといいのかと思うんです。これをもう１時間くらい

やって、そして行政サービスの方は２時間できると。 
では、次回の日程を決めましょう。次回の日程として私の方から提案したいのは、できれ

ば７月の１２日か１６日でどうでしょうか。３時間ほどとりたいんですけどね。１２日は

どうでしょうか。月曜日ですけども大丈夫ですか。 
は､７月１２日の３時から６時まで､３時間ほどとらせていただきまして、市民参加をテ

ーマにもう１時間くらいと、それから次のテーマに移るような形で。 
次回のテーマはですね、市民サービスの向上がテーマです。 
 
事務局 
委員会と直接ではございませんけども、先程の話の延長上にも近いのかもわかりません

がこれから市民との意見交換によって進むのか、各地区に説明に歩きたいと思っています。

８月１日号と１２月１日号の広報誌に合計６ページの行革特集の部分を用意していまして、

８月に市民説明というよりも何を考えているかっていうことを説明して。それに対する意

見交換という形の中で対応すると。あと、出前講座的なものも要望に応じてそれらの実施

をするという部分と。行財政改革の市民アンケートも毎年経常的にやっている市のこうい

った事業としてやっている部分で。６００人を抽出するアンケートも合わせて使用しよう

という形で考えて。だからできるだけ早い段階に全体の方向みたいなのを持ちたいと考え

ております。 
次回はそれと財政の中期見通し。昨年もつくっておりますが、昨年と今年で環境が少し変

わってますので、そういうことも含めて財政の中期見通しのご説明をしようと思います。 
 
委員長 
あとはよろしいですか、事務局のほうからは 
…それではですね。今日はこれで閉じさせて頂きたいと思います。次回７月１２日の３時

からということでまたよろしくお願いしたいと思います。どうぞご苦労様でした。 
《１７：３０終了》 


